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第2部 各 論

第1章 郵 便

第1節 概 況

49年 度,郵 便事業は人件費の急騰等により,収 支のバランスが 大きく崩

れ,事 業財政が急激に悪化したため,こ のような事業収支を改善し,財 政基

盤を確立することが,本 年度の喫緊の課題であった。

事業収支をみると,郵 便業務収入はほぼ計画どおり確保されたが,年 度当

初から696億 円の赤字予算を編成せざるを得なかったことに加え,支 出の面

では仲裁裁定等の実施によりベースアップが29.7%と い うかつてない大幅な

ものとなったため,人 件費の支出増が著しく,1,247億 円の赤字とな り,郵

便事業財政は極めて憂慮すべき事態に立ち至った。

このような郵便事業財政悪化の見通しの上に立って,48年12月 郵政審議会

は郵政大臣の諮問 「郵便事業の健全な経営を維持する方策について」に対

し,「この際郵便料金の改正を 行 うことが適当である」旨の答申を行った。

しかしながら,政 府の公共料金抑制策の一環として小包料金を除いては49年

度における郵便料金の改正は実施されなかったために,依 然として郵便事業

財政状況は改善されず,49年11月 郵政大臣から再度同審議会に対し,r郵 便

料金の改正について」の諮問がなされた。これに対し第一種50円,第 二種30

円とし50年4月 から実施することを骨子とす る料金改定案が答申されたが,

物価を極力抑制するという政府の方針の下に実施時期については50年10月 に

延期するほか,第 二種については20円に抑えることとして 「郵便法の一部を

改正す る法律」案が第75通 常国会に提出されたが,審 議未了となった。

次に,業 務運行状況についてみると,年 度当初からとか く安定を欠きがち
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で一部の郵便物について郵便日数表 どおりの送達速度を維持できない事態が

生 じていたが,特 に春期及び年末期において労働組合が業務規制闘争や大規

模なス トライキを実施 したため,この時期の業務運行は一部において乱れた。

また,大 阪国際空港における航空機の騒音問題に関連して,49年3月 か ら同

空港における深夜の郵便専用機の発着を廃止し,同 年11月 からは全国的に郵

便専用機が廃止され,こ れに伴い一部地域の郵便物送達速度が半 日ないし1

日程度低下することとなり,郵 便 日数表の一部を変更した。

郵便の需要,事 業経営等の観点から長期的視野に立って郵便の将来 ビジョ

ンを探 るため,49年6月 いろいろな分野の学識経験者によって 構成された

「郵便の将来展望に関する調査会」が設置された。1年 目の調査研究の結果

は,5(ン年3月 に,郵 便の本質論,主 体論,機 能論,比 較 メディア論を内容と

する郵便 コミュニケーションの理論的考察,郵 便利用の大宗をなす企業の通

信手段の利用実態や郵便と他の通信 メデ ィアとの代替,補 完の関係に関する

定性的分析,一 般の利用者の郵便利用に関する意識調査等を内容として中間

報告された。

第2節 郵便の利用状況

1郵 便物数の動向

49年 度の引受総郵便物数は,140億5,648万 通(個)で,対 前年度比6.5%

の増加であった(第2-1-1表 参照)。

49年度の実質経済成長率は,48年 末の石油危機の影響等により,戦 後初め

てマイナスを記録 したが,郵 便物数はここ数年来最高の増加率を示 した。こ

のようにかつてない景気の落ち込みにもかかわらず郵便の利用が増加したの

は,平 常信が49年度前半(4～10月)に ついては7月 の参議院議員選挙に伴

う関連郵便物が大量に出回 ったこともあって対前年度比3.7%増,後 半(11

～3月)に ついては比較のベースとなる48年度後半が石油危機のあお りで対

47年度同期比1。1%増 と低かった反面,49年 度末には統一地方選挙関連の郵
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便物が大量に出回ったこ ともあって対 前年度 同期比6.5%増 と高い増加率 と

な り,49年 度 を通 じて対前年度比4.9%増 とな ったこ と,更 に年 賀郵便 物が

対前年度比13.9%も の 高い増加率を示 した ことな どが考え られ る。

これを種類別にみ ると,普 通通常の約51%を 占 める第一種は3.0%の 増 加

であった。第一種を更 に定形 と定形外に分け ると,定 形が3.4%増 加 したの

に対 し,定 形外は0.1%の 減 少 とほぼ横ぽいで推移 した。

普通通常 の約38%を 占め る第二種は,9.7%増 と第一種に比較 しか な り高

い増加率を示 した。 これは,さ きに述べた選挙関連郵便物 の利用が増加 した

ことセこ加 えて,こ こ数年来の傾 向で,公 共料金等 の自動振替払 込 システムの

普及拡大に伴 う領収書等の業務用 としての利用が増加 してきた ことな どによ

るもの とみ られ,今 後 もこの傾 向が続 くもの と予想 され る。

第三種は,0.4%の 減 少 であ るが,そ の うち,「 低料扱い」が2.8%の 減少

であ るのに対 し,「 その他」は逆に4,0%の 増 加を示 した。

第四種 は,5.7%の 増 加 となった。なか でも,農 産種苗は8年 連続 して下

降線をた どっていた のが,45,4%の 増 加 となった。 これは,最 近の園芸 ブー

ムに よ り,種 子 苗木等の通信販売が増加 した こ とに よるもの と思われ る。

書留通常 は4.2%の 増 加を示 したが,そ の中で一般書留が0.1%減 で あ るの

に対 し,簡 易書留は19.0%と 高 い増 加率を示 してい る。

簡易書留は創設以来,49年 度 まで毎年10%以 上 の高い増加率 で利用が増大

してきてい る。

普通速達通常 は5.2%の 増 加を示 したが,特 に,4月 は春期闘争時の業務

運行状況が影響 したためか,15。6%増 と高い増加率であった。

小包は4月 か ら9月 までは5.1%増 と順調 な増加率を示 したが,料 金改定

後 の10月 か ら3月 までは8.3%減 と大幅な利用減を示 し,年 間では,1.9%の

減少 となった。 また,そ の内訳をみる と,一 般小包が1.7%の 減,書 籍小包

は3.9%の 減 となってい る。

年賀郵便物は25億 通 と13.9%の 大 幅な増 加 となった。

選挙郵便 物は,48年 度 は大 きな選挙がなか った のに対 し,49年 度 は参議院
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第2-1-1表49年 度引受郵便物数

(単位:千 通(個))
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2、 内国年賀 ・選挙 ・外国郵便物については,全 部を 「その他」に含めた。



第1章 郵 便 一73一

議員選挙があったため,大 幅な増加 となった。

外国(差 立)郵 便物は3,5%の 増加 となった。

なお,一 般に大口利用者が利用すると推定される料金別後納郵便物の増加

が49年度 もその他の郵便物の増加よりもかな り上回った。

2大 口事業所の郵便利用状況

48年9月 に実施 した郵便利用構造調査によると,郵 便物の約80%が 業務用「

として事業所か ら差し出されているが,そ れらの事業所の中でも大量に郵便

を利用するいわゆる大口事業所が郵便物全体の利用動向に大きな影響力をも

っている。

郵政省では,こ れ らの大口事業所の分布が事業所の産業により,ま た地域

によりどのような特色があるか,そ の差出物数とともには握するため,49年

10月,大 口事業所の郵便利用状況に関する調査を行った。その調査結果のあ

らましは次のとおりである。

なお,こ の調査においては,大 口事業所を,1か 月平均1千 通以上の通常

郵便物を差し出す事業所としたところ,そ の数は全国で約3万8千 に上 り,

それら大口事業所が差 し出す郵便物数は3億6千5百 万通に達した。そのう

ち3億4千8百 万通は料金別後納郵便物であった。49年10月 の全国引受郵便

物数は9億2千 万通でそのうち4億6千2百 万通が料金別後納郵便物である

ので,大 口事業所の差し出す物数は前者の約40%,後 者の約75%に も及ぶ高

いシェアを示している。

(1)大 ロ事業所数及びその総事業所数に対する割合

大口事業所数の総事業所数に対する割合をみると,第2-1-2図 のとお り,

全産業では1,000事 業所について7.1事 業所の割合となっているが,産 業によ

り大きな差異がある。特に,金 融 ・保険,公 務,印 刷 ・出版の3産 業の割合

が高いのが 目立っている。

大口事業所を差出物数規模別に分類し,そ の分類により大口事業所数と差

出物数の構成割合をみると,第2-1-3図 のとおり,少 数の大規模事業所が
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第2一 で一2図 産業別大ロ事業所発生割合
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第2-1-3図 差出物数段階別大ロ事業所分布割合(全 国 ・全産業)
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差 出物数に大 きな影響力を もっているこ とが分か る。

す なわち,事 業所数 ではAグ ル ープが65%を 占め,こ れにBグ ル ープを加

え ると全体の83%に も達 してい るが,差 出物数ではEグ ルー プのみで48%

に及 んでい る。

(2)大 ロ事業所 月間差 出物数

大口事業所の月間差 出物数 とそ の産業別構成割 合及 び大 口事業所1箇 所当

た りの差 出物数 についてみる と,第2-1-4図 及 び第2-1-5図 の とお り産

業 によ りか な り差異がみ られ る。

月間差出物数 では,金 融 ・保険,サ ー ビス,小 売,印 刷 ・出版 の4産 業で

大 口事業所差 出物数 の73%に 達 し,上 位 グル ープとして注 目され る。

次に,中 程度の グル ープとして公務,そ の他 の製造業,卸 売 が続 き,運 輸 ・

通信以下の6産 業は全体 の5%程 度で,他 の産業 に比べて非常 に少 ない。

第2-1-4図 産業別大ロ事業所差出状況
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1箇 所 当た り差 出物数 では,印 刷 ・出版が最 も多 く,電 気 ・ガス ・水道が

これに次い でい る。更に,全 産 業平均(9.7千 通)と 比較 してみ ると,不 動

産,公 務が平均を大 きく上回 り,金 融 ・保険,卸 売,サ ー ビスはほぼ平均に

近 く,小 売,そ の他の製造業,運 輸 ・通信 は平均 をかな り下回 ってい る。

また,残 る建設,農 林水産,鉱 業の3産 業は平 均を大 き く下回 ってい る。

第2-1-5図 産 業 別 大 ロ事 業 所 差 出物 数 構 成 割 合
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第3節 郵便事業の現状

1郵 便 局

〈1)郵 便 局 数

49年度末現在の郵便局(簡 易郵便局を含む。)数 を48年 度末現在のそれと

比較すると,第2-1-6表 のとお りである。

郵便局(簡易郵便局を含む。)の数は,前 年度末現在に比べ192局 増加してい

るが,こ れは主 として地況の発展に対応するため又は利用者サービスの向上

を図るために集配普通局3局,無 集配普通局2局(う ち1局 は船舶内局),無集

配特定局129局 及び簡易郵便局79局 の新設が行われたことによるものである。

また,人 口1万 人当た り及び面積10km2当 た りの郵便局(簡 易郵便局を含

む。)数 の年度別推移は第2-1-7表 のとお りである。

〈2)郵 便局舎の改善

49年度末現在における普通郵便局の局舎総面積は275万8,127㎡ であり,49

年度においては,48年 度に比べ,14万6,324㎡ の局舎面積の増加が図られた。



第2-1-6表 郵 便 局 数 の 推 移

区 別 総 計

普 通 郵 便 局 特 定 郵 便 局

簡易郵便局

計 集配局 無集配局 集中局 鉄 道郵便局
船舶内
郵便局 計 集配局 無集配局
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3,763

(閉9定4)

93

1)

49年 度 末

対前年度末

増 △減 数

21,871

閉ll

定

192

閉
定(

12,228

閉定

129

僅

3,826

閉10

定

閉
定(

H

(注)「 定」は定期開設局,「 閉」は閉鎖中の局でいずれも再掲である。

ー

刈
『
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第2-1-7表 郵便局普及状況の推移

区別

年度

5

6

7

8

9

4

4

4

4

4

郵 便 局 数
(含簡易局)

局

20,643

20,976

21,408

21,679

21,871

人 口

103,720

105,014

107,332

108,710

110,049

千人

人口1万 人
当た り局数

局

1.99

2.00

1.99

1.99

1.99

面積Iokm2
当 た り局数

局

0.56

0,57

0.57

0.57

0.58

最近5年 間における普通郵便局の局舎面積の増加 と普通郵便局の定員の増

加を比較すると第2-1-8表 のとお りである。これに よ る と,45年 度末を

100と した場合,49年 度末では定員は107で あるが,局 舎面積は128で あり,

局舎面積の増加が定員の増加を上回っている。このように総体として普通郵

便局の局舎事情は次第に好転してきているといえるが,個 別的にみると,主

として大都市及びその周辺部に改善を要する局舎がなお存在 している。また

年末年始において多量に差 し出される贈答用小包や年賀はがきを処理するた

めに要する仮設局舎の建設等の状況は,第2-1-8表 のとおり増加の傾向に

あるが,都 市部における用地の確保難等もあり,仮 設局舎の建設に当たって

困難な条件が付加されるようになっている。

今後とも増加することが予想される郵便物を効率的かつ円滑に処理 し,時

第2-1-8表 年度別普通郵便局局舎改善状況

全国普通
郵 便 局
総 局 数

全国普通郵便局
局 舎 総 面 積

普通郵便
局局

譲 善

全国普通郵
便局総定員

5

6

7

8

944444

1.05

1,072

1,097

1,106

正,119

局 指 数

lOO

lO2

104

105

106

㎡

2.161β30

2,302,934

2,468,082

2,611,803

2,758,127

指 数
loo

lO7

114

121

128

局

21

34

35

66

53

人

135,499

137,843

140,533

143,147

145,253

指 数

100

102

104

106

107

普通郵便局
1局当たり
平均面積

㎡

2,056

2,148

2,250

2,361

2,467

指 数

Ioo

lO4

109

115

120

年末年始郵便
業務繁忙期に
おける仮設局
舎等総面積

㎡

121,648

140,102

139,012

149,987

148,457

指 数

100

115

114

123

122
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代の進展に対応した郵便サービスを確保 してい くため,引 き続 き普通郵便局

の局舎改善を図ってい くことが必要な状況にある。

特定郵便局の局舎についても,49年 度において470局 の改善が実施された。

これは47年度の459局 及び48年度の493局 とほぼ同程度の改善である。

2郵 便集配サービスと郵便集配施設

(1)取 集 サー ビス

ポス トの設 置数 は,49年 度 末で13万5,271本 となってい るが,大 都市や そ

の近郊 など,人 口が集中 してい るところを中心 に,同 年度中に1,720本 増 設

した。この普及状 況の推移 は,第2-1-9表 の とお り逐年 向上 してい るが,

一 方ポス ト1本 当た りの投入郵便物は ,窓 口引受 郵便物 の比率が高 くなって

い るため,減 少の傾向にあ る。

第2-1-9表 郵便ポス ト普及状況

螺
FD

/0

7
8

Ω
u

Q
〆

4

4

4

4

4

郵便ポス ト数 人 口

本

126,752

128,621

131,746

133,551

135,271

千 人
103,720

105,014

107,332

108,710

110,049

1本 当た
り 人 口

人

818

816

815

814

814

1本 当た
り 面 積

2.92

2.88

2,86

2,83

2.79

km2

千 人当た リ
ポスト数

本

1.22

1.22

1.23

1.23

1.23

また,都 而内に設置されているポス トについては,最 近の交通規制に伴い

取集作業に困難を来たしており,移 設を必要 とするポス トが増加している。

ポス トか らの取集度数は,郵 便物の多少により,1日1度 から5度 までの

間に設定されているが,最 近,都 市では交通難のために取集作業時間がかな

り延伸し,定 められた運送便への接続が困難にな りつつある。

一方,49年 に行ったポス ト別,取 集便別差出物数調査によれば,1便 当た

り差出物数がわずか20通 にも満たないポス トが全体の約6割 も占めている現

状にあ り,1日 最大5便 の取集度数は効率的でな くなってきている。そこで
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取集度数を減らして取集便を再編成することによって,安 定的な取集サービ

スを確保 し,運 送便へ確実に接続するよう検討する必要が生 じている。

(2)配 達サービス

ア.配 達度数

配達区(1日,1人 が配達を分担する区画)は,49年 度末現在,4万8,889

区あり,同 年度中において,発 展す る大都市 及び その周辺を 中心に 総体で

670区増加した。なお,過 疎過密化現像の進行に 即して,過 疎地の配達区を

併合するなどして再編成し,そ れによって減じた区を過密地に増区する努力

も引き続き行っている。

また,49年 度末現在の1日 に配達する度数別の配達区画の現状は,第2-1

-10表 のとお りである。これを諸外国と比較すると第2-1-11図 のとお り,

配達2度 以上の区が諸外国の場合はごく限られた地域であるのに比べ,日 本

の場合は,全 配達区の半数近 く,世 帯数の約6割,配 達物数の約7割 をカバ

ーしており,著 しく比率が高 くなっている。

第2-1-10表 郵便配達区画の状況
～

＼ 、区別

度数 ＼＼

配 達 区 配 達 箇 所

区 数 陵 成割合 箇 所 数 障 成齢

1度 配 達

2度 配達以上

区

26,078

22,811

十
昌
=
ロ 48,889

%
53.3

46.7

万 箇 所

1,281

1,814

100,0 3,095

%
41.4

58.6

100.0

1日2度 以上の配達については,1度 配達に比べて多量の労働力を必要と

することから,48年12月 の郵政審議会の答申にも,「郵便が確実に,か つ,安

定した送達速度で1日1度 配達されるならば,お おかたの利用者の意向に沿

うものと思慮され 労働力の効率的活用を図 り,経 済的な業務運行を

維持するためにも,配 達度数を1日1度 とすることについて具体的に取 り組

むべきである」 と書かれてお り,今 後検討を進めるべき大きな問題である。
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第2-1-11図 諸外国の郵便配達区画の状況
%

0102030405060708090100

本[∴1 _嫁 通 痒.47・ 21斐 酉己 達53

イ タ リ ア1 72 28

西 独1 .

・ウ・一デ ・【

カ ナ ダ 【二

米 国1

88 12

91 lgI

92 181

3
,
9 171

オース トラ リア 売一
・ 一 ・ ト・・[

.99}1

1

(注)日 本50年3月 末現在

外国45年6月 調ヘ

ィ.速 達配達

速達配達区域は郵便局から陸路4㎞ 以内の地域及び4㎞ を超え8㎞ までに

あ り,か つ,速 達郵便の配達物数の多い地域 とされている。49年度末現在で

は,全 国の世帯数の91%に 相当する2,900万 世帯が速達配達区域に含まれて

いる。

(3)辺 地 集 配

郵便の集配サービスについては,辺 地に至るまで原則として毎日各戸配達

のサービスを行っているが,特に過疎地域(過疎地域対策緊急措置法に基づき

公示された約1千 の過疎地域市町村で,国 土総面積の41.8%を 占めている。)

においては,人 口密度がこれら地域以外の地域に比べて極めて小さく(過 疎

地域以外の地域が440人/km2で あるのに対 し過疎地域は58人/km2で ある。),

かつ,道 路の整備も十分でない状況にあるため,郵 便物の1通 当た りの配達

コス トは極めて割高となっている。例えば,北 海道で過疎地域対策緊急措置

法の適用をうけている地域に所在する集配特定郵便局は312局 あるが,こ の

うち受持世帯数が300世 帯以下の局は142局 あって,1局 平均の受持世帯数

138世帯,受 持配達区数2.3区,1区 当た りの1日 平均配達物数139通 ときん
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少であ り,集 配作業の効率は著しく低い。

そこで経営の合理化等の観点か ら,郵 政省は配達物数がきん少であ り,交

通が困難な地域については,郵 便規則第85条 を適用して,年 間を通じ,又 は

期間を限って郵便局の窓口において交付 し,あ るいは郵便局長の指定する場

所に設置された集合郵便受箱に配達する方法を採っている。この対象世帯は

約1万 世帯で全国の世帯数の0.03%と なっている。

また,そ れに準じた地域についても,実 情に応 じて配達度数を減じ,1日

おきに配達するなどの方法を採っている。この対象世帯は約1万2千 世帯で

全国の世帯数の0.04%と なっている。

最近においても,こ れ らの地域を含めて過疎地域における過疎化が更に進

行し,35年 から40年,40年 か ら45年の各5年 間において,人 口がそれぞれ

13.1%,13.3%と 著 しく減少 しており,そ の結果,郵 便の取扱通数が減少し

ているため,各 戸配達がますます非効率的なものとなっている。

一方,郵 便局から遠 く離れた丘陵地や山の斜面等にまで,住 宅,別 荘団地

等が建設 される事例も多く,各 戸配達が著 しく困難な も の に なってきてい

る。そこで,郵 政審議会は,48年12月,「 地域の出入口の幹線道路沿いに集

合受箱の設置を義務づけるなどの措置を検討すべきである」と答申し,各 戸

配達についての再検討を示唆 している。

(4)集 配作業環境の改善

集配サービスの作業環境は,特 に都市部において,高 層ビルデ ィングの増

加,交 通難の激化,急 激な都市化による地番の混乱等により,次 第に悪化し

ている。したがって,円 滑な集配サービスを提供するには,郵 政省の経営努

力 とともに,利 用者の協力を得て作業環境の改善を図る必要がますます大き

くなっている。これまでの施策の状況は次のとお りである。

ア.高 層 ビルディング配達

都市における建築物の大型化,高 層化により,こ れ らあての郵便物の物数

及び重量がますます増加し,配 達作業が困難になってきている。これに対処

す るため,36年6月 の郵便規則の改正により,3階 以上のエ レベータのない建
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築物については,郵 便受箱の設置を郵便の配達を受けるための条件 とした。

一方 ,エ レベータのある建築物についても,集 合受箱の設置,一 括配達の

勧奨を推進し,43年7月 からは,勧 奨の効果を高めるため協力者に謝礼金を

交付している。しかし,49年 度末現在,上 記エ レベータのある建築物のうち

全棟数の2.8%に 当たる約600棟(配 達箇所約2万4千 箇所)に 集合受箱が設

置されておらず,ま た,エ レベータのある高層ビルデ ィングが毎年約3千 棟

(同約11万 箇所)建 設されているので,今 後 とも上記各施策を強力に進めて

い く必要がある。

そのほか,超 高層ビルディングについては,43年 から,そ こに設置された

無集配局等に郵便私書箱を設置し,居 住者全員に無料で貸与する方法も採っ

ており,49年 度末現在9局 で実施している。

イ.郵 便受箱及び表札

配達郵便物の安全保護及び配達作業の能率化を図るため,44年 から48年 ま

での5か 年計画で,全 戸に郵便受箱を設置する勧奨運動を行ってきたが,設

置率は77%に とどまったので,引 き続き勧奨を行い,49年 度末現在では80%

となっている。この点についても,48年12月 に郵政審議会は,配 達作業の能

率化を図るために,「2階 以上の 建物,集 合住宅に ついて,集 合受箱設置の

義務化を検討すべきである」 と答申している。

なお,配 達箇所が2箇 所以上ある2階 建の建物は,全 国で約41万 棟あ り,

その配達箇所数は約260万 箇所で,全 国の配達箇所数約3,010万 箇所の約9%

に相当する。

また,最 近,都 市及び周辺の地域においては,人 口の移動が激しく,各 配

達局で区内の居住者をは握することが困難になりつつあるので,正 確な配達

を期するため,受 箱の設置勧奨に並行して,表 札の掲出を勧奨してきたとこ

ろであるが,49年 度末現在での掲出率は91%に とどまっている。

ウ.住 居表示

地番等の混乱による作業難を 解消するため,37年5月,「 住居表示に関す

る法律」が施行されて以来,今 日まで,郵 政省は関係機関に働き掛けて新住
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居表示の実施促進を図るとともに,住 居表示制度実施地域に対 して,住 居番

号表示板を寄贈するなどのバ ックアップをしてきたところである。しかし,

49年9月 末の進ちょく率は,地 方 自治体の実施計画数1,464万 世帯に対 して,

実施済世帯数は1,026万 世帯で,実 施率は70%に す ぎず,か つ,最 近の実施

率の伸びは小さい。

実施困難な理由の一つに,地 方 自治体の財政事情があると思われ,郵 政省

では46年 度から簡易保険積立金による短期融資のみちを開いている。

エ.交 通安全対策

最近における道路交通事情の悪化等から郵便外務員の交通事故が増加し,

49年度では4,736件 にも上っているので,外 務員に対 し安全運転意識を徹底

させるとともに,運 転技術の向上を図 り,交 通事故を防止するため,安 全運

転技術講習会等の各種講習会,車 両の点検整備の強化等交通事故防止対策に

カを入れている(第2-1-12表 参照)。

第2-1-12表 郵便外務員の交通専故件数

年 度

rQ

!0

7

R
)

9

4

4

4

4

4

件 数

4,685

5,106

4,892

4,917

4,736

件

(5)郵 便 集配作業用機動車

外務員 の労力 の軽減 と作業の能率化のため,集 配作業に軽四輪車,自 動二

輪車 の導 入を進め てきたが,49年 度 末現在で,全 国の配備両数は軽四輪車が

3,438両,自 動 二輪車が4万5,676両,計4万9,114両 とな って いる。 これ ら

車両類 の配備状況 は,第2-1-13表 の とお りである。
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郵便集配作業用機動車の配備状況

＼ ＼区 別

年度末＼＼

「Q

6

7

R
)

Q
!

4

4

4

4

4

軽四輪車

両

2,462

2,742

3,050

3,296

3,438

自動二輪車

両

38,136

39,565

42,204

44,588

45,676

十
二
曽一
ロ

両

40,598

42,307

45,254

47,884

49,114

(6)集 配作業の外部委託

ア.取 集 関 係

大都市を中心に,中 都市以上に所在する郵便局の取集作業の効率化を図る

ため,49年 度末で全国の集配郵便局5,754局 のうち232局 において郵便専用自

動車による通常(小 包)郵 便物の取集作業を運送業者に委託 している。

イ.小 包配達関係

都市における労働力の確保難に対処するため,45年 セこ小包配達の外部委託

を試行 し,そ の後逐次拡大してきているが,49年 度末現在180局 で行ってい

る。

ウ.辺 地,離 島の集配関係

辺地,離 島においては,取 扱物数がきん少 で あ り,地 況,交 通等の関係

で,職 員が郵便局から直接集配することが困難な場合があるので集配作業を

外部に委託 している。これらの委託区は,49年 度末で1,542区 となっている。

3郵 便輸送施設

(1)郵 便輸送施設の推移

郵便物の輸送手段 として,鉄 道,自 動車,航 空機,船 舶等があり,遠 距離

は主として航空機,鉄 道により,近 距離又は大都市内(近 郊を含む。)は主

として自動車により輸送を行っている。
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鉄道については,大 部分を国鉄に依存 しているが,近 年,国 鉄において

は旅客輸送 と荷物輸送とを分離する輸送形態への変更(客 荷分離)や 荷物輸

送を自動車輸送に切 り替える(自 動車代行輸送)な どの合理化施策が推進さ

れつつあ り,こ れに伴い郵便 も鉄道輸送から自動車輸送へ と移行 しつつある

(第2-1-14表 参照〉。

第2-1-14表 郵便輸送施設の推移(1日 当たリ延べキロ程)

(単位:]血)

＼ 癖別 計

年度末 ＼＼
鉄 道 自動車 航 空 船 舶 その他

40
452,122169,771156,72284,01617,90923,704
(100)(100)(100)(100)(100)(100)

45
535,795197,77L玉89,850111,38017,92718,867

(119)(116)(121)(133)(100)(80)

49
709,571
(157)
249,332
(147)
237,112
(151)
184,257
(219)

26,797
(150)

12,073
(5D

郵便線路統計(郵 政省)に よる。

(注)1.()内 は40年 度 末を100と した指数である。

2.「 その他」欄は人力及び索道(ケ ーブル)に よる運送である。

(2)郵 便輸送施設の主な開設及び廃止

ア.航 空輸送

郵便専用機は,札 幌 ・東京間上下各1便,東 京 ・大阪間上下各3便(う ち

下 り1便 名古屋立寄),大 阪 ・福岡間上下各1便 合計10便 がいずれ も深夜に

運航されていたが,大 阪国際空港における航空機騒音に関連し,49年3月 か

ら同空港に発着する郵便専用機の発着時刻を同空港の規制時間(22時 から7

時まで)外 としたほか,東 京 ・大阪間上下各2便 を廃止した。その後,東 京

国際空港など他の空港についても,同 年11月 から残 りの6便 を全面的に廃止

し,一 般旅客機を利用する輸送に変更した。

イ.鉄 道輸送

鉄道輸送施設の改正は,例 年10月 に実施しているが,49年 度は国鉄の山陽
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新幹線岡山 ・博多間の開業に合わせ,50年3月10日 から次のとお り実施し

た。

⑦ 門司 ・鹿児島西回線(鹿 児島本線)関 係

従来,旅 客列車にも連結されていた郵便車が全面的に荷物専用列車に連

結替えされ,小 駅には停車しない 「拠点間輸送」 となったため,門 司 ・鹿

児島西回線の乗務員の郵便車内での継送 ・区分作業を簡素化 し,郵 便物は

到着地の拠点局で区分することとしたほか,沿 線に自動車便を大幅に新設

した。

また,熊 本 ・三角線及び伊集院 ・枕崎線(私 鉄)の 郵便輸送を鉄道輸送

から自動車輸送へ切 り替えた。

(イ)東 京 ・門司線(東 海道 ・山陽本線)関 係

新幹線の延長により,急 行列車 「阿蘇号」が廃止されたため,こ れに連

結していた名古屋 ・門司間護送便1往 復が廃止された。これに代わる輸送

手段として汐留 一東小倉間にパレット締切便1往 復を新設した。

㈲ そ の 他

A.東 京 ・塩尻線及び東京 ・銚子南回線で郵便車を電車郵便車に置き替

えた。

B.コ ンテナ便を次のとおり開設又は廃止した。

開設 保土ケ谷→淀川,隅 田川→札幌,新 宿→南松本各1便

廃止 汐留→梅田,梅 田→汐留,隅 田川→函館各1便

ウ.自 動車輸送

国鉄のダイヤ改正に伴い上記イのとおり専用自動車便を開設 したほか,国

鉄,私 鉄,バ ス等による託送難の救済 と,郵 便物の送達速度の安定等を図る

ため,専 用自動車便の開設又は増強を行った。

エ.船 舶 輸 送

49年10月 から大阪 ・徳島間にカーフェリーによるコンテナ郵便線路を開設

し,海 陸一貫輸送により荷役作業の省力化等を図った。
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(3)今 後の郵便輸送

近年,特 に48年末の石油危機以来,各 種輸送機関を取 り巻 く諸条件が流動

的であり,郵 便輸送についても,こ れらの情勢を踏まえ,施 設の効率化を図

ることが必要 とされる。

そのためには,国 鉄の拠点間直行輸送方式等の合理化計画の推進状況を見

守るとともに,航 空,自 動車,船 舶等運輸業界全般の動向をは握しながら,

現行郵便輸送施設の効率化,荷 役作業の省力化(郵 便輸送に適合したパレッ

トやコンテナの検討,そ れ らの運送用車両開発による一貫輸送等)等 を実施

し,社 会経済情勢に応 じた効率的な郵便輸送 システムの確立を目指すことと

なろう。

4郵 便作業の機械化

郵便作業の機械化については,事 業近代化の一環 として,東 京 ・大阪両都

市における集中処理局の建設をはじめ,郵 便番号自動読取区分機,郵 便物自

動選別取 りそろえ押印機,小 包区分装置,配 達証作成機及び各種の局内搬送

機器等の各種機械を導入して,省 力化と業務の円滑な運行を図ってきた。

(1)主 要機械の配備状況

49年度においても,引 き続き各種機械類の配備の拡大を図ってきた。その

結果,50年3月 現在で,郵 便番号 自動読取区分機は58局 に88台,郵 便物自動

選別取 りそろえ押印機は83局 に100台 が配備されてお り,そ の中の32局 の41

システムは,郵 便物の選別か ら取 りそろえ,押 印,区 分までが一貫 した全自

動処理システムとなっている。

また,小 包区分装置は,回 転式,パ ン式及び斜行ベル ト式を合わせて15局

に46台 が配備されてお り,配 達証作成機,配 達証送達証作成機及び定形用配

達証作成機は全部で125局 に152台 が配備されている。

(2)機 械の性能向上

機械の性能向上については,機 械の小型化,消 費電力量の減少,機 械発生

音の低減等 も併せて,不 断の努力が払われている。その中で特筆すべきもの
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を数点上げると,ま ず,郵 便番号自動読取区分機については,読 取率90%以

上,処 理速度毎時2万4千 通(た だし,年 賀郵便物は毎時3万 通)の 新性能

機が誕生した。次に,郵 便物自動選別取 りそろえ押印機については,そ の処

理能力は,選 別部において毎時3万 通,取 りそろえ押印部において毎時2万

5千 通となっており,従 来のものと比べると大幅な向上を示 している上に,

機械は小型化され,使 用電力量は,従 来型が14kVAで あったのに対し,新

鋭機では8.5kVAと なっている。

機械の小型化に関しては,処 理速度をやや低下させたものの,大 幅な小型

化に成功した新型機のほか,中 規模局への配備を対象として,選 別作業を人

手で行いながら取 りそろえ及び押印を自動的に行 う新型機の開発に成功して

いる。

次に,こ れ らの機械の配備から発生する問題の一つ としての安全問題につ

いては,放 熱量の減少,発 生音の減少及び機械的安全性を高めるための改良

が不断に行われている。

(3)機 械か動効率

各種の機械を効果的にか動させるためには,利 用者の協力,適 切な機械保

守,機 械運用体制の確立,よ り効果的な郵便処理 システムの採用等が必要で

ある。

郵便番号 自動読取区分機が性能を発揮するための基本的条件であるところ

の郵便物への郵便番号の記載は,利 用者国民の協力により年を追って向上し

ており,機 械の区分性能の向上 と相まって,区 分効率は向上の一途をたどっ

ている。

また,郵 便物の機械処理をより効率化するため,従 来の郵便局内の郵便物

処理 フローを改善し,レ イアウトや作業手続を改めることを推進している。

最後に,機 械配備局が全国的に増えてきた現在においては,機 械のか動効

率を高めるためには現行の郵便処理 システムに検討を加えることも考えなく

てはならないであろ う。
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5要 員

49年度の郵便事業定員は総人員13万3,755人 で,そ の うち 内勤者は5万

8,475人(44%),外 勤者は7万5,280人(56%)で ある。

前年度 と比較すると内勤者768人,外 勤者1,171人 とそれぞれ増加してい

る。都市化の進展 とともに大都市及びその周辺部における郵便物の増加が著

しく,増 員のほとんどはこれらの地域に充てられている。

最近5年 間の郵便物数の増加 と定員の伸びを 比較すると第2-1-15表 の

とお りである。これに よると,45年 度を100と した場合,49年 度に おいて

は,郵 便物数は119,定 員は106で あって,郵 便物数が増加 したほどには定員

は増加していない。これは取扱処理の集約化,集 配運送施設の改善,作 業の

機械化,合 理化等を 進めて,要 員の 節減を 図る努力を しているためである

(第2-1-16表 参照)。

郵便の取扱事務量は,日 又は月により極めて波動性が大きいが,こ れにつ

いては職員の時間外労働あるいは臨時職員の雇用により対処している。

また,大 都市及びその周辺部では雇用難が著 しいため主婦,学 生等の労働

力を活用した り,小 包配達の民間委託を試行している。

第2-1-15表 郵便物数と郵便業務定員の推移

譜 ・・ 46 47 48 49

定

員

人

内 勤 者55・433(loo)

人

56,065

(lo1)

人

57,138

(103)

人

57,707

(104)

人

58,475

(105)

外 勤 者7。 ・465(100)
71,913
(102)

73,057
(104)

74,109
(105)

75,280
(107)

計125・898(100)
127,978
(102)

130,195
(103)

131,816
(105)

133,755
(106)

百万通
郵便物 数11溜

百 万 通 百 万 通
12,28612,560

(IO4)(106)

百 万 通

13,201

(112)

百万 通
14,056

(ll9)

(注)()内 は45年 度をIOOと した指数である。
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(単位:人)

犠
＼
＼
酬
業務量増 に よる増員

合理 化 に よ る 減 員

内

訳

輸送 施設 改 善

集配 施設 改 善

局内作業の機械化

差 引 増 減

45

2,040

△327

凸7

△47

△273

1,713

46

2,400

△410

△21

△112

△277

1,990

47

1,845

△297

△7

△173

△117

1,548

48

1,730

△209

△5

ハ140

△64

1,521

49

2,Q47

△208

△2

△148

△58

1,839

なお,49年 度 において職 員の時間外労働は延べ1,974万 時 間,臨 時職員の

雇用は延べ368万 人 に達 してい る。

第4節 事業財政の現状

最近 におけ る郵便事業 の収支状況は第2-1-17表 の とお りである。

事業経営に必要 な経費 の中で人件費関係経 費の 占め る割 合が極め て高いた

め,近 年におけ る人件 費の高騰は,郵 便事業財政 を著 しく圧迫 してい る。46

年 度14.7%,47年 度13.5%,48年 度17.5%と,高 率の賃金上昇が引 き続いた

ことな どに よ り,49年 度 においては当初か ら,696億 円 の赤字予算を編成せ

ざるを得 ない事態 とな り,こ れ については,借 入金の充 当によ り対処す るこ

ととした。更に,49年 度 におけ る賃金上 昇が29.7%と か ってない大幅な も

のになった ことに よって年度決 算において1,247億 円 の赤字 とな り,財 政事

情は一層ひ っ迫の度を加え,事 業経営は極めて憂慮すべ き事態 となった(第

2-1-18表 参 照)。

なお,郵 便物数,郵 便業務収入及び郵便業務費 の推移(40～49年 度)は 第

2-1-19図 の とお りであ る。
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第2-1-17表 郵便事業の収支状況

(単位:億 円)ミ∵ 、講 ザ
算義 義 義'.

収 入2,9463,5993,8144,1835,846

郵 便 業 務 収 入2,7423,3213,4903,7935,450

そ の 他 雑 収 入204278324390396

支 出3,0383,5644,0645,4306,447

人 件 費2,1932,5832,9274,0394,519

物 件 費8459811,1371,3911,928

収 支 差 額 △9235凸250△1,247△601

(注)こ の数字は,郵 政事業特別会計の収支の うち郵便事業に係る部分を集計した

ものである。

このような事業財政悪化の推移を踏まえ,48年10月,郵 政大臣から郵政審

議会に対 し,「郵便事業の健全な経営を 維持する 方策について」諮問が行わ

れ,同 年12月,同 審議会から大臣へ答申がなされた。その答申においては,

「近年の賃金高騰などにより事業財政が ひっ迫の度を加え,こ のまま推移す

ると,事 業経営は危機にひんする状況にあると認め,ま た,事 業収支の不足

額は,郵 便事業にとって少なか らざるものであり,か つ,労 働集約的な郵便

事業の特質もあって,各 種の合理化施策によっても,短 時 日に効果的にその

不足額を償う方策はないと認めた。一方,利 用者負担の原則を離れた事業収

支改善の方途は,一 時的な糊塗策にすぎず,ま た,企 業の利用が圧倒的部分

を占める最近の郵便利用の実態などからみても,適 切なものではないと判断

した。加えて,今 日の諸情勢の下においては,現 行料金のまますえ置 くなら

ば,近 い将来において大幅な値上げを余儀なくされるなど,か えって国民に

大ぎな迷惑をかけ,そ の措置いかんでは,健 全な経営を維持することを一層

困難にす るものと思われる。以上総合的に勘案した結果,事 業収支の改善を

図るためには,こ の際,郵 便料金を改正することが適当である。」として具
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郵政事業の人件費上昇率及び給与べ一スの推移

＼
＼、区別

年度＼

FD

■◎

7

8

Q
!

4

4

4

4

4

人 件 費 上 昇 率

イ幟網 定 昇1計

%%
正2.44

11.62

10.55

14.68

26,63

3.0

2.8

2.7

2.5

2.4

%
15.81

14.75

13.53

17.55

29.67

給 与 ベ ー ス

月 劉 指 数

円
61,639

70,473

79,010

92,863

120,292

100

U4

128

151

195

(参考)
人事院勧告
(定昇を除 く。)

%
12.67

11.74

10.68

15,39

29,64

体的な料金改定案が提起されたが,た またま,石 油危機に端を発 した資源不

足や物価高騰等を背景とした政府の公共料金抑制策の一環として,小 包料金

は10月1日 から改定されたが,そ の他の郵便料金の改定は見送られた。

このため,郵 便事業財政は,ま すます窮迫の度を加え,49年11月,郵 政大

臣から再度郵政審議会に対し諮問が行われ,同 年12月,同 審議会から,「こ

第2-1-19図 年度別郵便物数,郵 便業務収入及び郵便業務費の推移

500

400

300

200

指100

数

一

郵便業務費一
一 臓 一1…/

「一/鞭 業務収入

一/',ノ'

4ニ ー一!

一 乙 ノ

ー ノク'

〆4ノ 郵 便 物 数
一 _ニ ニニグ

〆 ニニニゴノー

年 度 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49
40圃9平均
増加寧%

郵便物数 100 103 105 109 117 123 129 131 138 147 4.4

郵便業務収入 100 130 145 156 169 184 230 278 292 318 13.7

郵便業務費 100 121 135 150 172 207 244 286 327 439 17.9
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のような財政をたてなおすため,第 一種50円,第 二種30円 を骨子とする料金

案で,50年4月 から料金改正を実施すること。」 として答申が なされたが,

なお公共料金を極力抑制するとい う政府の方針の下に,料 金改定実施の時期

を6か 月延期して50年10月 からとするほか,第 二種について,そ の改定幅を

圧縮して20円 とすることとして,50年1月31日 「郵便法の一部を改正する法

律」案が第75通 常国会に提出された。 しか し,こ の法律案は同年7月4日,

同国会において審議未了となった。

郵便事業は郵便法第三条の規定により,事 業運営上必要な費用は受益者負

担 としての料金収入で賄 うのが原則であるが,上 述のように現下の経済情勢

の中にあって,物 価抑制が最大の政治課題であるとの判断か ら料金改定幅等

を圧縮したために生ずる収入不足は,当 面の措置 として借入金をもって充て

ることとしている。しかしながら,独 立採算制を建前として経営する郵便事

業 としては更に一層,事 業の近代化合理化施策を推進するとともに,や はり

事業の置かれているこうした厳 しい実情について,国 民の深い理解 と協力を

得て,今 後できる限り早期に財政基盤の改善を図る必要に迫 られている。

第5節 外 国 郵 便

1外 国郵便の利用状況

(1)外 国郵便物数の動向

ア.概 況

49年度の外国郵便物数は,第2-1-20表 のとお りである。

これを対前年度比でみると,外 国あてのものについては ,船 便の通常及び

小包郵便物でそれぞれ5.8%減,2.1%減 となっているのに対し,航 空便は通

常及び小包郵便物ともそれぞれ5.9%増,15.4%増 となってお り,特 に航空

小包郵便物の伸びが著 しかった。

また,外 国来郵便物については,船 便通常0 .7%減,船 便小包2.6%増,航

空通常横ぽい,航 空小包2.8%減 と船便小包郵便物のみが増加 した。



第2-1-20表
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49年度の外国郵便物数

便 一95一

(単位:千 通(個))

区 別

船 便

航 空 便

計

外 国 あ て

通 常1小 包

16,277

68,102

84,379

780

1,164

1,944

外 国 来

通 剃 小 包

37,320

72,850

110,170

795

647

1,442

次に,外 国あてと外国来の郵便物数を比較してみると,通 常郵便物につい

ては外国来のものが外国あてのものより多い.一 方,小 包郵便物にあっては

外国あてのものが外国来のものより多い。

イ.船 便航空便別の利用動向

この10年間における外国あて通常郵便物の動きをみると,10年 前に比べて

第2-1-21図 年 度別外国あて通常郵便物数
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第2-1-22図 年 度 別外 国 あ て 小 包郵 便 物 数
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第2-1-23図 年 度 別 外 国 来 通 常 郵 便 物 数
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第2-1-24図 年度別外国来小包郵便物数
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航空便 が48.0%増 加 しているのに対 して,船 便 は24.1%減 少 してお り,航 空

便 と船便 の物数比は,39年 度 におい て航空便68に 対 して船便32で あった の

が,49年 度 では81:19と な っている。 また小包郵便物 については,38:62で

あ ったが,60:40と 逆 転 している。

一方
,外 国か ら到着する郵便物 については,10年 前 に比べて通常郵便物で

航空便 が53.2%,船 便 が19.7%増 加 してお り,航 空便 と船便 の利用比は,39

年 度 において60:40で あったのが,49年 度 では66:34と 格 差 を広げてい る。

小包郵便物につ いては,39年 度 は28:72と 船 便が圧倒的 に 優位で あったの

が,49年 度 では45:55と 格 差が縮 まって きている。

この ことは,外 国郵便の利用形態 が船便か ら航空便に移行 してい ることを

示 しているものといえ よう(第2-1-21図 ～ 第2-1-24図 参 照)。

(2)外 国郵便物 の地域別交流状況

49年 度の調査 に よれ ぽ,外 国あて郵便物は,通 常及び小包郵便物 とも北米

あてが,前 年度 に比べ てそれぞれ6%弱 の減 とはな った ものの,依 然 として

第1位 を占め,第2位 のアジアあて郵便物 と合計す ると,通 常郵便物で57.8
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%,小 包郵便物で62.7%と 半数以上がこの両地域で占められている。

一方 ,外 国か ら到着する郵便物についても,北 米からの郵便物が最も多 く

第1位 を占め,特 に小包郵便物は44.3%と 圧倒的に多い。第2位 は,通 常郵

便物の場合は欧州,小 包郵便物の場合はアジアとなってお り,第1位 と第2

第2-1-25図 本邦発着外国郵便物の地域別構成
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位 とを合計す ると通常 郵便物 で71.0%,小 包 郵便物 で70.1%が これ ら両地域

で占められてい る。

なお,こ の傾 向は,年 度 によ り多少の差 はあるが,こ こ数年 間大 きな変化

はない。

第2-1-26図 外国通常郵便物種類別利用比
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また,こ の地域別構成は,我 が国とこれ らの地域 との経済,文 化等諸般の

密接なつなが りを表しているともいえる(第2-1-25図 参照)。

(3)外 国通常郵便物の種類別利用状況

航空郵便物についてみると,外 国あて及び外国来とも書状の利用が最も多

く,そ れぞれ航空郵便物全体の70%近 くを占めているが,こ れに対 して船便

郵便物では,印 刷物の利用が断然多 く,外 国あて及び外国来 とも船便郵便物

全体の90%近 くを占めている(第2-1-26図 参照)。

2外 国郵 便サー ビスの現状

(1)業 務 運 行

49年度における外国郵便の業務運行は,前 年度石油危機等により安定性を

欠いた国際航空便も本年度はスムーズに運行 し,ま た,大 規模な港湾ス トラ

イキもなかったため,航 空及び船便郵便物 ともおおむね安定したサービスの

確保が図られた。

しかしながら,フ ランス,カ ナダ等 との間に発着す る航空郵便物について

は,こ れらの国における郵便職員のス トライキのため一時交換が停止され,

特にフランスについては,ス トライキが約40日 間にわたって行われたため,

両国間の郵便による通信交換は長期間にわたって途絶することになった。

(2)国 際ビジネス郵便の取扱い開始

近年,経 済の発展に伴って企業活動は国際化 と多様化の方向をた どってお

り,外 国郵便の大口利用者は,そ の活動の効果的な運営を図るため,迅 速か

つ確実な新しい外国郵便サービスの実現を強 く期待する よ うに なった。一

方,欧 米各国においては,こ れらの需要を満たすためデータポス ト,エ クス

プレス ・メール,ス ピー ドポス ト等の新サービスを実現してお り,我 が国に

もこれに参加するよう要請してきた。

我が国のこの種サービスへの参加は,内 外の期待にこたえるぼか りでなく,

国際郵便通信の今後の発展に寄与することができるので,50年3月3日 から,

英国,ブ ラジル及び香港 との間に,ま た,50年6月16日 から米国との間に交
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換する航空郵便物について,航 空,書 留及び別配達(米 国を除く。)の現行制

度を組み合わせた航空郵便物の特別取扱い(国 際 ビジネス郵便)を 開始した。

この特別取扱いの概要は次のとおりである。

① 取扱対象国(地域)英 国,ブ ラジル,香 港,米 国。

② サー ビス基準

③ 取 扱 局

④ 郵便物の種類

⑤ 送達(受領)可

能物品

⑥ 大きさと重量

差出人は,特 定の曜日に特定の受取人にあてて定期

的に,か つ,継 続的に郵便物を差 し出すことを条件

とされており,郵 便物の交換は,受 取人,差 出曜日,

利用航空機名の リス トを関係国と事前に交換し,定

時に配達(交 付)す ることになっている。

なお,我 が国においては,窓 口引受及び私書箱交

付であるが,外国では特別配達及び特別取集される。

この郵便物の引受及び配達を行う郵便局は,我 が国

では東京国際郵便局及び大阪中央郵便局である。

航空,書 留及び別配達(米 国を除 く。)とする書状。

業務通信,せ ん孔済みデータ(コ ンピュータカー ド,

パンチカー ド),業 務用書類,船 積書類,金 融機関

間の小切手で無価値なもの及び関税が課されないも

のに限られる。なお,個 人用通信,磁 気テープ,マ

イクロフィルム,通 貨,流 通証券類その他の有価物

は除かれる。

重量については1kg以 上4kg以 下 とし,大 きさの

制限は 「書状」 と同一である。

(3)日 本 ・中国間航空郵便物の直接交換開始

49年4月20日,我 が国 と中華人民共和国との間に「航空運送協定」が調印さ

れ,同年9月29日 から東京・大阪～北京・上海間に航空便の運行が開始された。

日中間の航空直行便の開設に伴い,我 が国と中国との間の航空郵便物は,

直行便により交換 されることとな り,中 国あて航空郵便物は,従 来の香港経

由による送達に比べて,送 達所要 日数が1～3日 短縮されることとなった。


